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コーポレートガバナンス

ンバーで構成される内部統制推進委員

会においてグループ全体のリスク管理

の情報共有を実施しています。重点対

策リスクにおける課題改善状況は内部

統制推進委員会の委員長を務める担当

役員を通じて、グループ経営会議におい

て経営層に報告されています。また、

各業務部門における日常的なリスクマ

東洋アルミグループでは、全社的なリス

クアセスメントによる重点対策リスク

の選定および担当部門によるリスク管

理活動の実施を、内部統制システム整

備の基本方針に基づいて実施していま

す。リスク管理体制は東洋アルミニウム

社長を最高責任者とし、グループ各社

のリスクマネジメント担当者を含めたメ

リスクマネジメント

ネジメントを推進するために、業務プロ

セス3点セットの整備と自己点検の実

施を行っています。今後は、重点対策リ

スクの定期的な見直しや、主担当部門

が専門的知見により3ラインモデルに

おける第2ラインの役割として行う、各

部門への支援・モニタリングの実施を、

より推進していく予定です。

得した八尾製造所と新庄製造所が更

新審査を受けます。初回の認証審査に

おいては「一定レベルの事業継続計画

（BCP）が策定されているか」という

点を中心に審査されましたが、更新審

査においては認証後2年間の具体的な

活動内容を問われることとなります。

BCPが、実際に緊急事態が生じた際に

効果を発揮するように、各所において

対応力強化のためのBCP訓練および

事業継続マネジメント（BCM）推進会

議を実施しています。

東洋アルミグループでは自然災害など

による緊急事態発生を重点対策リスク

のひとつと捉えて対応しています。2021

年度から2022年度にかけて、東洋アル

ミニウム（株）の7つの製造所と、東洋

アルミエコープロダクツ（株）の本社お

よび滋賀工場、エー・エル・ピー（株）の

計10拠点において、一般社団法人レジ

リエンスジャパン推進協議会が国土

強靭化貢献団体の認証として推進し

ているレジリエンス認証を取得しまし

た。2023年度には、先行して認証を取

BCP・BCM・レジリエンス認証

新庄製造所

八尾製造所

しました。不正抑止ヒアリングは、2021

年8月から2022年11月にかけて約600

名に実施しました。不正摘発することを

目的にするわけではなく、仮に些細な

不正を働いていたり、不正行為ができ

そうだと考えていたりしても、ヒアリング

という場があることで「誰かに告発され

るかもしれない」という意識を持たせ、

東洋アルミグループでは、不正を許さな

い風土の形成に努めています。具体的

な取組みとして、内部監査チームによる

不正事例の説明会と不正抑止ヒアリン

グを実施しました。説明会は2022年7

月と8月に計7回、不正が起こる仕組み

と過去の不正事例・発覚の経緯・対策・

処分の説明を実施し、約350名が参加

不正抑止ヒアリング活動

抑止につなげることを狙いに雑談形式

で、職場の雰囲気や不正のリスクにつ

いて話を聞きました。事後に実施したア

ンケートで「不正しても必ず発覚する」、

「内部統制の重要性を再認識した」な

どの意見が多く寄せられ、従業員の意

識向上につながるものとなりました。

東洋アルミグループでは、法令遵守の

みならず社会規範や企業倫理を含めた

広義のコンプライアンス推進を実施し

ています。法令遵守においては、法的リ

スクを重要リスクカテゴリーと捉えて

全社的なリスク抽出および改善進捗の

把握を行い、下請法・独占禁止法など

業務に関連する重要法規の教育訓練

を実施しています。また、ハラスメント

コンプライアンス推進

防止などをテーマに各職場における定

期的なコンプライアンスミーティング

を実施し、職場から上がってきた意見

や取組み状況を記録し、コンプライアン

ス推進計画策定の基礎資料のひとつと

しています。コンプライアンスに関する

課題把握のために社内の相談ラインを

整備し、コンプライアンスミーティング

の場を活用して周知しています。相談ラ

インを通じて寄せられた情報は、通報

者の不利益にならないように情報取扱

いのルールを規程化しています。これ

ら法的リスクやコンプライアンス課題

に関する情報は内部統制推進員会の場

で共有され事務局であるCSR推進チー

ム担当役員を通じてグループ経営会議

の場で経営者に報告されています。

　現代社会においては、新型コロナウイルス感染症関連やロシアによるウクライナ侵攻など予測不可能な事態が発
生しており、昨今ではVUCAの時代とも言われるほど多様なリスクが生じています。
　このような目まぐるしい変化の中で個々人に求められるスキルや組織づくりは重要で、レジリエンスな対応も大
切な要素と捉えられています。当社では「MXプロジェクト」を推進することで、自律の要素をプラスした規律と自律
を両立させた新たな組織を構築して運用中です。課題解決に際しても、チーム内でのカジュアル対話を通して上司と
部下が情報を共有して双方のコミュニケーションを図り、働きやすい労働環境を築き上げることによりガバナンス
に対する会社全体の意識向上を期待しています。
　このように、今は企業活動を行うにあたりさまざまなリスクと隣り合わせの状態で、ますます不確実性が高まる
状況にあるため、起こり得るリスクを的確に把握して適切に対処する体制を整備しています。ステークホルダーから
の期待ならびに社会からの要請にしっかり応えられる会社になるために、トラブルが発生してから対策を講じるの
ではなく、起こり得る多様なリスクに対して会社全体で管理していく体制の構築ならびに運用を引き続き目指して
いきます。

執行役員
コーポレート部門
事業支援ユニット担当

有吉 毅

担当役員コミットメント

リスク管理体制

＊1 興産：東洋アルミ興産（株）
＊2 TEP：東洋アルミエコープロダクツ（株）
＊3 TTH：東海東洋アルミ販売（株）
＊4 拓洋上海：拓洋鋁（上海）管理有限公司

最高責任者
（代表取締役社長）

リスク管理推進責任者
（事業支援ユニット担当役員）

内部統制推進委員会

国内各拠点での推進活動

海外
各拠点

経営戦略ユニット
(東京・大阪)

先端技術本部
各事業本部

(含む興産＊1)

コーポレート部門
(東京・大阪)

TEP＊2

(含む子会社)

拓洋上海＊4

中国グループ会社

米、仏、アジアのグループ会社

TTH＊3
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社外取締役4名を含めた計8名の取締役で構成
される取締役会を設置し、子会社を含めたグ
ループ全体の経営方針・戦略・施策・課題などに
ついて検討・協議・意思決定を行っています。

社外監査役3名を含めた計5名の監査役で構成
される監査役会では、取締役の職務の執行を
監査するとともに、内部監査チームとも連携し
ながらグループ内の各業務執行ラインの活動・
業務の妥当性と合理性などをモニタリングして
います。

グループ全体の経営の基軸に関する事項などに
ついて、取締役会に先立って検討・協議を行って
います。

取締役会A 監査役会B グループ経営会議C

コーポレートガバナンス体制（2023年6月23日時点）

株主総会

会計監査人

内部監査チーム

CSR推進チーム

取締役会

労働組合

   グループ経営会議

従業員

監査役会

コンプライアンス
相談ライン

選任・解任 選任・解任

相談

相談

協議・報告業務執行命令

協議・報告指揮・命令

相談

モニタリング・
進捗フォロー

啓発・教育
指揮•命令

諮問報告・
答申

選任・解任

助言、
アドバイス

会計監査

報告連携

監査

回答

整備

監査

報告・具申

コンプライアンス
ミーティング

A

C

B

社内

社外

社内

社外

東洋アルミグループは、持続的な成長と競争力の強化を図ることにより、企業価値の増大を目指しています。その実現のため、

取引先、従業員、地域社会をはじめとする全てのステークホルダーに信頼される経営の構築を図るため、コーポレートガバナンス

の充実が重要な経営課題のひとつであると考えています。

コーポレートガバナンス

（職制）
部門 ·ライン

取締役8名
うち社外取締役4名（女性2名）

監査役5名
うち社外監査役3名

内部統制推進委員会
(含：コンプライアンス委員会)

サステナビリティ推進ワーキンググループ 新メンバー紹介 

カードゲームでSDGsを学びました

太田 淳
私生活でもゴミの極少
化、小まめな電気OFF、
専用買い物袋の使用な
ど「身近なことからコツ
コツ」を心がけるように
なりました。今後も続け
ていきたいと思います。

久高 陸
サステナビリティレポー
ト作成を通じて社会問
題に対する認識と責任、
アクションの解像度が
上がり、非常に有意義な
機会となりました。

和田 健
仕事以外での自身の生
活の中で意識して行動
していることが少ない
と感じました。小さなこ
とでも貢献できるよう
にしていきます。

林 悠也
世界初となる環境対応
製品を開発しています。
実現できれば、世界が
抱える課題のひとつを
改善できるような取組
みです！

　　萬屋 康
ワーキンググループに初めて参加し、サステナビ
リティについてより深く理解することができ、環
境活動の重要性を再認識。環境調和委員会など
で情報発信し、意識改革を促していけたら。

　　永野 綾弓
各事業部のサステナビリティ活動や、関わりのあ
る製品のなかで環境保全に貢献できるものを知
ることができて良い機会でした。

　　多桐 里実
どんぐりを拾い集めて、高知県大川村の植樹活
動に参加しています。
小さい力でもいずれ大きな力になると信じて、継
続していきたいと思っています。

社 名 : 東洋アルミニウム株式会社

代 表 者 : 代表取締役社長 楠本 薫

本社所在地 : 〒541-0056
大阪府大阪市中央区久太郎町
三丁目6番8号 JRE御堂筋ダイワビル

設 立 : 1999年5月12日
（旧東洋アルミニウム株式会社は1931年4月7日設立）

資 本 金 : 80億円

従 業 員 : （連結）2,607名　
（単体）1,523名

株 主 : 日本軽金属ホールディングス株式会社 100%

会社概要  （2023年3月末現在）

グローバルネットワーク

〈東洋アルミニウム株式会社 生産拠点〉
八尾製造所／蒲原製造所
千葉製造所／群馬製造所
茅ヶ崎製造所／新庄製造所
日野製造所／新事業創造部門（九州）

〈グループ会社〉
東洋アルミエコープロダクツ株式会社
アルファミック株式会社
東海東洋アルミ販売株式会社
東洋アルミ興産株式会社
エー・エル・ピー株式会社
陽光東洋メタルズ株式会社

日 本

〈海外グループ会社〉

トーヤル ヨーロッパ社

フランス

トーヤル MMP インディア社
スバム トーヤル社

インド

トーヤル（タイランド）社

タイ

東海東洋アルミ販売株式会社
シンガポール支店

シンガポール

肇慶東洋鋁業有限公司
湖南寧郷吉唯信金属粉体有限公司
拓洋鋁（上海）管理有限公司
蘇州東洋鋁愛科日用品製造有限公司
東洋鋁愛科商貿（蘇州）有限公司
東洋愛鋁美国際貿易（上海）有限公司

中 国

三亜アルミニウム社

韓 国

トーヤル アメリカ社

アメリカ
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